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議案第１５号

（総則）

第１条　令和７年度伊根町簡易水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　（１）　給水件数 1,270 件

　（２）　年間有収水量 210,000 ｍ
３

　（３）　一日平均有収水量 575 ｍ
３

　（４）　主要な建設改良事業 62,400 千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第 1 款 簡易水道事業収益 86,000 千円

第 1 項 営業収益 47,115 千円

第 2 項 営業外収益 38,885 千円

第 1 款 簡易水道事業費用 89,932 千円

第 1 項 営業費用 83,007 千円

第 2 項 営業外費用 6,825 千円

第 4 項 予備費 100 千円

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が

　資本的支出額に対して不足する額３３，５５７千円は、当年度分損益勘定留保資

　金３７，４８９千円で補てんするものとする。

令和７年度伊根町簡易水道事業会計予算

収　　　　　　　　　入

支　　　　　　　　　出
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第 1 款 資本的収入 73,791 千円

第 1 項 企業債 28,700 千円

第 3 項 出資金 14,641 千円

第 4 項 国庫支出金 1,200 千円

第 5 項 府支出金 29,250 千円

第 1 款 資本的支出 107,348 千円

第 1 項 建設改良費 62,400 千円

第 2 項 企業債償還金 44,888 千円

第 3 項 基金積立金 60 千円

（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと

　定める。

起債の方法 利　　率起債の目的

簡易水道
改良費

限度額(千円)

28,700

償還の方法

　政府資金につ
いては、その融
資条件により、
銀行その他の場
合にはその債権
者と協定するも
のとする。ただ
し、企業財政の
都合により据置
期間及び償還期
限を短縮し、又
は繰上償還もし
くは低利に借換
えすることがで
きる。

４．５％以内

ただし、利率
見直し方式で
借入れる資金
について、利
率見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率

証 書 借 入
又    は

証 券 発 行

収　　　　　　　　　入

支　　　　　　　　　出
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（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

　と定める。

　（１）収益的支出における各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流

　用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経

　なければならない。

　（１）職員給与費 １０，２４１ 千円

（他会計からの補助金）

第９条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２３，６０２千円である。

（たな卸資産の購入限度額）

第１０条　たな卸資産の購入限度額は、１，０００千円と定める。

　　令和７年３月５日提出

伊根町長　吉本　秀樹　　　
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予　算　に　関　す　る　説　明　書
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収　入 (単位：千円)

予定額

1 簡易水道事業収益 86,000

1 営業収益 47,115

1 給水収益 47,100

2 その他営業収益 15

2 営業外収益 38,885

1 受取利息及び配当金 63

2 他会計補助金 23,602

3 長期前受金戻入 15,220

支　出 (単位：千円)

予定額

1 簡易水道事業費用 89,932

1 営業費用 83,007

1 総係費 11,636

2 施設管理費 20,525

3 減価償却費 50,846

2 営業外費用 6,825

1 支払利息及び企業債取扱諸費 5,325

2 消費税及び地方消費税 1,500

4 予備費 100

1 予備費 100

令和７年度伊根町簡易水道事業会計予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

備考目

款 項 目 備考

款 項
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収　入 (単位：千円)

予定額

1 資本的収入 73,791

1 企業債 28,700

1 建設改良債 28,700

3 出資金 14,641

1 出資金 14,641

4 国庫支出金 1,200

1 国庫補助金 1,200

5 府支出金 29,250

1 府補助金 29,250

支　出 (単位：千円)

予定額

1 資本的支出 107,348

1 建設改良費 62,400

1 簡易水道改良費 62,400

2 企業債償還金 44,888

1 企業債償還金 44,888

3 基金積立金 60

1 減債基金積立金 60

款 項 目 備考

資　本　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目 備考
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収益的収入

1. 簡易水道事業収益 86,000 88,925 △ 2,925

1. 営業収益 47,115 47,115 0

1. 給水収益 47,100 47,100 0

2. その他営業収益 15 15 0

2. 営業外収益 38,885 41,810 △ 2,925

1. 受取利息及び配当金 63 21 42

2. 他会計補助金 23,602 27,536 △ 3,934

3. 長期前受金戻入 15,220 14,253 967

令和７年度伊根町簡易水道事業会計予算事項別明細書

款　　項　　目 本年度 前年度 比較
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(単位：千円)

区　　　分 予定額

1. 簡易水道料金 47,100 現年分 47,100

1. 手数料 15 再開栓手数料 15

1. 受取利息及び配当金 63 簡易水道事業減債基金預金利子 60

預金利子 3

1. 一般会計補助金 23,602 一般会計補助金 23,602

1. 長期前受金戻入 15,220 長期前受金戻入 15,220

備　　　　　　考
節
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収益的支出

1. 簡易水道事業費用 89,932 91,051 △ 1,119

1. 営業費用 83,007 81,819 1,188

1. 総係費 11,636 11,059 577

2. 施設管理費 20,525 21,388 △ 863

款　　項　　目 本年度 前年度 比較
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(単位：千円)

区　　　分 予定額

1. 報酬 90 水道及び下水道使用料等審議会 90

2. 給料 4,381 一般職給料 4,381

3. 職員手当等 3,136 扶養手当 81

通勤手当 28

時間外勤務手当 200

期末手当 1,197

勤勉手当 925

退職手当組合負担金 526

地域手当 179

4. 法定福利費 1,571 共済組合負担金 1,544

厚生会負担金 27

5. 賞与等引当金繰入 1,063 賞与等引当金繰入 1,063

8. 旅費 40 費用弁償 17

普通旅費 23

10. 需用費 171 備消耗品費 50

印刷製本費 121

11. 役務費 929 通信運搬費 770

手数料 159

12. 委託料 189 業務委託 189

13. 使用料及び賃借料 66 電算機器リース料 66

7. 報償費 167 草刈作業員 167

10. 需用費 13,324 備消耗品費 2,654

燃料費 20

節
備　　　　　　考

－ 303 －



収益的支出

3. 減価償却費 50,846 49,372 1,474

2. 営業外費用 6,825 7,387 △ 562

1. 支払利息及び企業債取扱諸費 5,325 5,887 △ 562

2. 消費税及び地方消費税 1,500 1,500 0

3. 特別損失 0 1,745 △ 1,745

1. その他特別損失 0 1,745 △ 1,745

4. 予備費 100 100 0

1. 予備費 100 100 0

款　　項　　目 本年度 前年度 比較
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(単位：千円)

区　　　分 予定額

光熱水費 8,000

修繕料 2,650

11. 役務費 861 通信運搬費 855

検便検査料 6

12. 委託料 4,662 水質検査業務 3,720

簡易水道検針業務 734

簡易水道管理補助業務 208

13. 使用料及び賃借料 161 機械借上料 100

土地借地料 61

15. 原材料費 1,350 水道資材 1,350

1. 減価償却費 50,846 減価償却費 50,846

1. 企業債利息 5,325 企業債償還利子 5,325

1. 消費税及び地方消費税 1,500 消費税及び地方消費税 1,500

1. 予備費 100 予備費 100

節
備　　　　　　考
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資本的収入

1. 資本的収入 73,791 72,283 1,508

1. 企業債 28,700 37,000 △ 8,300

1. 建設改良債 28,700 36,500 △ 7,800

2. その他企業債 0 500 △ 500

3. 出資金 14,641 13,143 1,498

1. 出資金 14,641 13,143 1,498

4. 国庫支出金 1,200 2,640 △ 1,440

1. 国庫補助金 1,200 2,640 △ 1,440

5. 府支出金 29,250 19,500 9,750

1. 府補助金 29,250 19,500 9,750

款　　項　　目 本年度 前年度 比較
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(単位：千円)

区　　　分 予定額

1. 簡易水道改良債 28,700 簡易水道事業債 14,400

過疎対策事業債 14,300

1. 出資金 14,641 出資金 14,641

1. 簡易水道等施設整備費補助金 1,200 簡易水道等施設整備費補助金 1,200

1. 簡易水道改良費補助金 29,250 水産飲雑用水施設事業補助金 29,250

節
備　　　　　　考
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資本的支出

1. 資本的支出 107,348 107,021 327

1. 建設改良費 62,400 55,820 6,580

1. 簡易水道改良費 62,400 55,820 6,580

2. 企業債償還金 44,888 51,180 △ 6,292

1. 企業債償還金 44,888 51,180 △ 6,292

3. 基金積立金 60 21 39

1. 減債基金積立金 60 21 39

款　　項　　目 本年度 前年度 比較
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(単位：千円)

区　　　分 予定額

12. 委託料 16,000 委託料 16,000

14. 工事請負費 46,400 工事請負費 46,400

22. 企業債償還金 44,888 企業債償還元金 44,888

24. 積立金 60 簡易水道事業減債基金積立金 60

備　　　　　　考
節
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（単位：千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益

　減価償却費

　賞与引当金の増・減(△)額

　長期前受金戻入額(△)

　受取利息及び配当金(△)

　支払利息及び企業債取扱緒費

　未収金の増(△)・減額

　未払金の増・減(△)額

小計

　受取利息及び配当金

　支払利息及び企業債取扱緒費(△)

業務活動によるキャッシュ・フロー ①

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

　固定資産取得・建設改良事業等実施額(△)

　国庫補助金等による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー ②

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

　出資金による収入

　基金積立による支出(△)

　建設改良等の財源に充てる企業債の発行による収入

　建設改良等の財源に充てる企業債の償還による支出(△)

　その他の企業債の発行による収入

　その他の企業債の償還による支出(△)

財務活動によるキャッシュ・フロー ③

現金預金の増・減(△)額（①＋②＋③）

現金預金の期首残高

現金預金の期末残高

（ 令和７年４月１日 ～ 令和８年３月３１日まで ）

令和７年度伊根町簡易水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

40,139

△ 6,283

50,846

△ 5

△ 5,325

△ 15,220

946

△ 63

5,325

35,546

63

△ 368

40,507

△ 1,607

27,682

△ 29,045

14,641

△ 60

28,700

30,284

△ 56,727

△ 43,114

0

△ 1,774
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1

（1）

イ

ロ

ハ

ニ

（2）投資及び基金

イ

2

（1）

（2）

（ 令 和 ８ 年

（ 資 産 の 部 ）

千円 千円 千円 千円

土 地 19,887

建 物 117,643

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額 1,314,030 1,150,725

減 価 償 却 累 計 額 109,869 7,774

構 築 物 2,464,755

機 械 及 び 装 置 509,961

減 価 償 却 累 計 額 429,978 79,983

54

現 金 預 金 40,139

有 形 固 定 資 産 合 計 1,258,369

固 定 資 産 合 計 1,258,451

投 資

基 金 82

投 資 合 計 82

資 産 合 計 1,298,644

未 収 金

流 動 資 産

流 動 資 産 合 計 40,193

令 和 ７ 年 度 伊 根 町 簡 易 水 道
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事 業 予 定 貸 借 対 照 表

３ 月 ３１ 日 ）

3

（1）

イ 建設改良等の財源に

ロ

4

（1）

イ 建設改良等の財源に

ロ

（2）

（3）

イ

5

（1）

（2）長期前受金収益化累

6

（1）

7

（1）

イ

（2）

イ 当年度未処理欠損金

（ 負 債 の 部 ）

千円 千円

329,972

充てる企業債

千円 千円

固 定 負 債

企 業 債

340,304

固 定 負 債 合 計 340,304

そ の 他 の 企 業 債 10,332

企 業 債 合 計

賞 与 引 当 金 1,063

流 動 負 債

企 業 債

引 当 金 合 計 1,063

流 動 負 債 合 計

47,473

未 払 金 2,515

引 当 金

そ の 他 の 企 業 債 1,814

企 業 債 合 計

45,659

充てる企業債

長 期 前 受 金 1,021,569

△ 621,069

51,051

繰 延 収 益

自 己 資 本 金 514,009

計額

繰 延 収 益 合 計 400,500

負 債 合 計 791,855

（ 資 本 の 部 ）

負 債 資 本 合 計 1,298,644

利 益 剰 余 金 合 計 △ 14,248

剰 余 金 合 計 △ 7,220

資 本 合 計 506,789

資 本 剰 余 金 合 計 7,028

利 益 剰 余 金

△ 14,248

資 本 金 合 計 514,009

剰 余 金

資 本 剰 余 金

補 助 金 7,028

千円 千円 千円 千円

資 本 金
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円 円 円

1 営業収益

(1)給水収益 48,420

(2)その他営業収益 40 48,460

2 営業費用

(1)総係費 10,430

(2)施設管理費 16,412

(3)減価償却費 49,527

(4)資産減耗費 664 77,033

営業利益 △28,573

3 営業外収益

(1)受取利息及び配当金 22

(2)他会計補助金 13,373

(3)長期前受金戻入 14,481 27,876

4 営業外費用

(1)支払利息及び企業債取扱諸費 5,681

(2)消費税及び地方消費税 0 5,681 22,195

経常利益 △6,378

5 特別利益

(1)過年度損益修正益 0

(2)その他特別利益 0 0

特別利益合計

6 特別損失

(1)過年度損益修正損 0

(2)その他特別損失 1,587 1,587 △1,587

当年度純利益 △7,965

前年度繰越利益剰余金 0

その他未処分利益剰余金変動額 0

当年度未処分利益剰余金 △7,965

令和６年度伊根町簡易水道事業損益計算書

（ 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月３１日まで ）
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1

（1）

イ

ロ

ハ

ニ

（2）投資及び基金

イ

2

（1）

（2）

2,408,028

減 価 償 却 累 計 額 1,268,686

流 動 資 産 合 計 40,561

有 形 固 定 資 産 合 計 1,252,488

固 定 資 産 合 計 1,252,510

流 動 資 産

現 金 預 金 40,507

54未 収 金

1,139,342

投 資 合 計

土 地 19,887

建 物 117,643

機 械 及 び 装 置 509,961

85,366

減 価 償 却 累 計 額 109,750 7,893

構 築 物

令 和 ６ 年 度 伊 根 町 簡 易 水 道

22

（ 令 和 ７ 年

（ 資 産 の 部 ）

千円 千円 千円 千円

減 価 償 却 累 計 額 424,595

投 資

基 金 22

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

資 産 合 計 1,293,071

― 316 ―



事 業 予 定 貸 借 対 照 表

３ 月 ３１ 日 ）

3

（1）

イ 建設改良等の財源に

ロ

4

（1）

イ 建設改良等の財源に

ロ

（2）

（3）

イ

5

（1）

（2）長期前受金収益化累

6 （1）

7 （1）

イ

（2）

イ 当年度未処理欠損金

43,114

12,146

44,888

未 払 金 1,569

固 定 負 債

企 業 債 合 計 359,077

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

企 業 債

（ 負 債 の 部 ）

千円 千円 千円 千円

359,077

346,931

充てる企業債

そ の 他 の 企 業 債

剰 余 金 合 計 △ 937

資 本 合 計 498,431

資 本 剰 余 金 合 計 7,028

利 益 剰 余 金

△ 7,965

充てる企業債

そ の 他 の 企 業 債 1,774

企 業 債 合 計

（ 資 本 の 部 ）

引 当 金

賞 与 引 当 金 1,068

流 動 負 債 合 計 47,525

繰 延 収 益

長 期 前 受 金 993,887

△ 605,849

引 当 金 合 計 1,068

負 債 資 本 合 計 1,293,071

資 本 金

自 己 資 本 金 499,368

計額

繰 延 収 益 合 計 388,038

負 債 合 計 794,640

資 本 金 合 計 499,368

剰 余 金

資 本 剰 余 金

補 助 金 7,028

千円 千円 千円 千円

利 益 剰 余 金 合 計 △ 7,965
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令和７年度伊根町簡易水道事業会計予算に関する説明書に係る注記

Ⅰ　重要な会計方針

　１　固定資産の減価償却の方法

　　（１）有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

建物 22～41年 構築物 10～60年

機械及び装置 8～16年

　２　引当金の計上方法

　　（１）賞与引当金

　 　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込

額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

－ 318 －



 

－ 319 －



（１）総　括

特別職 一般職

本　年　度 8 2

前　年　度 0 2

比　　較 8 0

扶　養
手　当

地　域
手　当

通　勤
手　当

住　居
手　当

管理職
手　当

81 179 28

70 28

11 179 0

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区　分

給　　与

職員手当

区　分
　　　　　　　　　　　　　　　　給　　　与　　　費

報　　酬 給　　料 職　員　手　当

職員数（人）

4,381

4,140

241

給　　　与　　　費　　

職 員 手 当
の　内　訳

区　分

本　年　度

前　年　度

増減事由別内訳

29

昇給に伴う増加分 65

その他の増減分

539制度改正に伴う増減分

その他の増減分

241

568

比　　較

増減額

4,199

3,631

568

90

90

176給与改定に伴う増減分

－ 320 －



(単位：千円)

(単位：千円)

管理職員特
別勤務手当

特殊勤
務手当

時 間 外
勤務手当

宿日直
手　当

期末勤勉
手　当

児　童
手　当

退職手当
(負 担 金)

計

200 3,185 526 4,199

200 2,836 497 3,631

0 349 29 568

(単位：千円)

地域手当の支給及び期末勤勉手当支給率の改正による増などによるもの

退職手当組合負担金の増によるもの

平均昇給率　1.57％

　　　明　　　細　　　書

計
備　考法定福利費 合　　計

説　　　　明 備　考

1,571

1,462

109

10,241

9,233

1,008

8,670

7,771

899

給与改定率　4.81％

－ 321 －



（３）給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たりの給与

　イ　初任給 (単位：円)

　ウ　級別職員数

1 ー ー ー ー

2 ー ー ー ー

3 ー ー ー ー

4 ー ー ー ー

5 ー ー ー ー

6 ー ー ー ー

計 2 100% 2 100%

令和6年4月
1日現在

一 般 行 政 職 一 般 行 政 職

職員数
（人）

構成比
（％）

職員数
（人）

区　分
構成比
（％）

備　　考

220,000 220,000

区　　　　分 一般行政職
一　般　会　計　の　制　度

一般行政職

令和7年4月
1日現在

区　分 級

区　分 一般行政職

令和7年4月1日現在

平均給料月額（円） 311,450

平均給与月額（円） 331,888

平 均 年 齢（歳） ３６歳１０月

高校卒 188,000 188,000

大学卒

令和6年4月1日現在

平均給料月額（円） 293,950

平均給与月額（円） 300,950

平 均 年 齢（歳） ３５歳１０月

－ 322 －



（級別の基準となる職務）

職務の級

１級

２級

３級

４級 係長の職務

高度の知識又は技術若しくは経験を必要とする業務を行う職務

主任及び主任技師の職務

職 務 の 内 容

定型的な業務を行う職務

(1)  主幹の職務
(2)  課長補佐の職務

(1)  参事の職務
(2)  課長の職務

５級

６級
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(単位：千円)

324,627　 296,100　 14,400　 39,377　 271,123　

78,834　 93,945　 14,300　 3,737　 104,508　

10,184　 13,920　 0　 1,774　 12,146　

413,645　 403,965　 28,700　 44,888　 387,777　

　簡易水道債

　過疎対策事業債

　公営企業会計適用債

計

地方債の令和５年度末における現在高並びに令和６年度末及び
令和７年度末における現在高の見込に関する調書

区　　　分
令和５年度
末現在高

令和６年度
末現在高
見込額

令和７年度中増減見込額

令和７年度
末現在高
見込額

令和７年度
中起債
見込額

令和７年度
中元金償還

見込額

－ 324 －
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議案第１６号

（総則）

第１条　令和７年度伊根町下水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　（１）　排水戸数 570 件

　（２）　年間有収水量 102,000 ｍ
３

　（３）　一日平均有収水量 279 ｍ
３

　（４）　主要な建設改良事業 7,000 千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第 1 款 下水道事業収益 81,218 千円

第 1 項 営業収益 18,500 千円

第 2 項 営業外収益 62,718 千円

第 1 款 下水道事業費用 103,971 千円

第 1 項 営業費用 97,222 千円

第 2 項 営業外費用 6,649 千円

第 4 項 予備費 100 千円

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が

　資本的支出額に対して不足する額１３，９０３千円は、当年度分損益勘定留保資

　金３６，６５６千円で補てんするものとする。

令和７年度伊根町下水道事業会計予算

収　　　　　　　　　入

支　　　　　　　　　出

− 325 －



第 1 款 資本的収入 58,576 千円

第 1 項 企業債 4,800 千円

第 2 項 分担金及び負担金 157 千円

第 3 項 出資金 36,914 千円

第 5 項 府支出金 5,260 千円

第 6 項 基金繰入金 11,445 千円

第 1 款 資本的支出 72,479 千円

第 1 項 建設改良費 7,000 千円

第 2 項 企業債償還金 61,954 千円

第 3 項 基金積立金 3,525 千円

（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと

　定める。

起債の方法 利　　率

収　　　　　　　　　入

支　　　　　　　　　出

起債の目的 限度額(千円) 償還の方法

施設整備費 4,800
証 書 借 入
又    は

証 券 発 行

４．５％以内

　政府資金につ
いては、その融
資条件により、
銀行その他の場
合にはその債権
者と協定するも
のとする。ただ
し、企業財政の
都合により据置
期間及び償還期
限を短縮し、又
は繰上償還もし
くは低利に借換
えすることがで
きる。

ただし、利率
見直し方式で
借入れる資金
について、利
率見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率

− 326 －



（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

　と定める。

　（１）収益的支出における各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流

　用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経

　なければならない。

　（１）職員給与費 ４，５６７ 千円

（他会計からの補助金）

第９条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２８，９５４千円である。

（たな卸資産の購入限度額）

第１０条　たな卸資産の購入限度額は、１，０００千円と定める。

　　令和７年３月５日提出

伊根町長　吉本　秀樹　　　
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予　算　に　関　す　る　説　明　書
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収　入 (単位：千円)

予定額

1 下水道事業収益 81,218

1 営業収益 18,500

1 下水道使用料 18,500

2 営業外収益 62,718

1 受取利息及び配当金 613

2 他会計補助金 28,954

4 長期前受金戻入 33,151

支　出 (単位：千円)

予定額

1 下水道事業費用 103,971

1 営業費用 97,222

1 総係費 5,256

2 施設管理費 22,759

3 減価償却費 69,207

2 営業外費用 6,649

1 支払利息及び企業債取扱諸費 5,749

2 消費税及び地方消費税 900

4 予備費 100

1 予備費 100

令和７年度伊根町下水道事業会計予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目 備考

款 項 目 備考
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収　入 (単位：千円)

予定額

1 資本的収入 58,576

1 企業債 4,800

1 建設改良債 4,800

2 分担金及び負担金 157

1 分担金 157

3 出資金 36,914

1 出資金 36,914

5 府支出金 5,260

1 府補助金 5,260

6 基金繰入金 11,445

1 減債基金繰入金 11,445

支　出 (単位：千円)

予定額

1 資本的支出 72,479

1 建設改良費 7,000

1 施設整備費 7,000

2 企業債償還金 61,954

1 企業債償還金 61,954

3 基金積立金 3,525

1 減債基金積立金 3,525

資　本　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目 備考

款 項 目 備考
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収益的収入

1. 下水道事業収益 81,218 94,798 △ 13,580

1. 営業収益 18,500 18,600 △ 100

1. 下水道使用料 18,500 18,600 △ 100

2. 営業外収益 62,718 76,198 △ 13,480

1. 受取利息及び配当金 613 516 97

2. 他会計補助金 28,954 30,415 △ 1,461

3. 基金繰入金 0 12,812 △ 12,812

4. 長期前受金戻入 33,151 32,455 696

令和７年度伊根町下水道事業会計予算事項別明細書

款　　項　　目 本年度 前年度 比較
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(単位：千円)

区　　　分 予定額

1. 下水道使用料 18,500 現年分 18,500

1. 受取利息及び配当金 613 下水道事業減債基金預金利子 608

預金利子 5

1. 一般会計補助金 28,954 一般会計補助金 28,954

1. 長期前受金戻入 33,151 長期前受金戻入 33,151

備　　　　　　考
節
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収益的支出

1. 下水道事業費用 103,971 104,122 △ 151

1. 営業費用 97,222 96,292 930

1. 総係費 5,256 5,249 7

2. 施設管理費 22,759 23,480 △ 721

款　　項　　目 本年度 前年度 比較

－ 334 －



(単位：千円)

区　　　分 予定額

2. 給料 3,115 一般職給料 3,115

3. 職員手当等 779 扶養手当 58

通勤手当 20

時間外勤務手当 200

退職手当組合負担金 374

地域手当 127

4. 法定福利費 673 共済組合負担金 654

厚生会負担金 19

8. 旅費 34 普通旅費 34

10. 需用費 87 備消耗品費 30

印刷製本費 57

11. 役務費 379 通信運搬費 314

手数料 65

12. 委託料 189 業務委託 189

10. 需用費 9,482 備消耗品費 150

光熱水費 8,582

修繕料 750

11. 役務費 626 通信運搬費 520

水質検査料 106

12. 委託料 12,151 処理施設保守点検業務 9,485

汚泥処分業務 2,666

15. 原材料費 500 下水道資材 500

節
備　　　　　　考
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収益的支出

3. 減価償却費 69,207 67,563 1,644

2. 営業外費用 6,649 7,130 △ 481

1. 支払利息及び企業債取扱諸費 5,749 6,230 △ 481

2. 消費税及び地方消費税 900 900 0

3. 特別損失 0 600 △ 600

1. その他特別損失 0 600 △ 600

4. 予備費 100 100 0

1. 予備費 100 100 0

款　　項　　目 本年度 前年度 比較

－ 336 －



(単位：千円)

区　　　分 予定額

1. 減価償却費 69,207 減価償却費 69,207

1. 企業債利息 5,749 企業債償還利子 5,749

1. 消費税及び地方消費税 900 消費税及び地方消費税 900

1. 予備費 100 予備費 100

備　　　　　　考
節
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資本的収入

1. 資本的収入 58,576 61,745 △ 3,169

1. 企業債 4,800 11,400 △ 6,600

1. 建設改良債 4,800 10,900 △ 6,100

2. その他企業債 0 500 △ 500

2. 分担金及び負担金 157 300 △ 143

1. 分担金 157 300 △ 143

3. 出資金 36,914 42,585 △ 5,671

1. 出資金 36,914 42,585 △ 5,671

5. 府支出金 5,260 7,460 △ 2,200

1. 府補助金 5,260 7,460 △ 2,200

6. 基金繰入金 11,445 0 11,445

1. 減債基金繰入金 11,445 0 11,445

款　　項　　目 本年度 前年度 比較

－ 338 －



(単位：千円)

区　　　分 予定額

1. 漁業集落排水事業債 4,800 下水道事業債 2,400

過疎対策事業債 2,400

1. 漁業集落排水事業分担金 157 現年分 157

1. 出資金 36,914 出資金 36,914

1. 漁業集落排水事業費府補助金 5,260 漁業集落環境整備事業推進交付金 2,760

漁業集落排水事業補助金 2,500

1. 減債基金繰入金 11,445 減債基金繰入金 11,445

節
備　　　　　　考
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資本的支出

1. 資本的支出 72,479 88,129 △ 15,650

1. 建設改良費 7,000 15,100 △ 8,100

1. 施設整備費 7,000 15,100 △ 8,100

2. 企業債償還金 61,954 69,753 △ 7,799

1. 企業債償還金 61,954 69,753 △ 7,799

3. 基金積立金 3,525 3,276 249

1. 減債基金積立金 3,525 3,276 249

款　　項　　目 本年度 前年度 比較

－ 340 －



(単位：千円)

区　　　分 予定額

14. 工事請負費 7,000 工事請負費 7,000

22. 企業債償還金 61,954 企業債償還元金 61,954

24. 積立金 3,525 下水道事業減債基金積立金 3,525

備　　　　　　考
節

－ 341 －
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（単位：千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益

　減価償却費

　賞与引当金の増・減(△)額

　長期前受金戻入額(△)

　受取利息及び配当金(△)

　支払利息及び企業債取扱緒費

　未収金の増(△)・減額

　未払金の増・減(△)額

小計

　受取利息及び配当金

　支払利息及び企業債取扱緒費(△)

業務活動によるキャッシュ・フロー ①

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

　固定資産取得・建設改良事業等実施額(△)

　国庫補助金等による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー ②

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

　出資金による収入

　基金取崩による収入

　基金積立による支出(△)

　建設改良等の財源に充てる企業債の発行による収入

　建設改良等の財源に充てる企業債の償還による支出(△)

　その他の企業債の発行による収入

　その他の企業債の償還による支出(△)

財務活動によるキャッシュ・フロー ③

現金預金の増・減(△)額（①＋②＋③）

現金預金の期首残高

現金預金の期末残高

14,059

△ 22,682

69,207

△ 5,749

△ 33,151

685

△ 613

5,749

19,195

613

11,445

（ 令和７年４月１日 ～ 令和８年３月３１日まで ）

令和７年度伊根町下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

△ 6,364

48,461

△ 60,310

0

△ 1,644

△ 12,320

300

48,161

4,925

△ 1,439

36,914

△ 3,525

4,800

－ 343 －



1

（1）

イ

ロ

ハ

ニ

（2）投資及び基金

イ

2

（1）

（2）

（ 令 和 ８ 年

（ 資 産 の 部 ）

千円 千円 千円 千円

土 地 10,117

建 物 45,043

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額 414,583 1,033,346

減 価 償 却 累 計 額 11,796 33,247

構 築 物 1,447,929

機 械 及 び 装 置 1,044,859

減 価 償 却 累 計 額 610,730 434,129

投 資 合 計 146,697

有 形 固 定 資 産 合 計 1,510,839

未 収 金

現 金 預 金 48,461

4

固 定 資 産 合 計 1,657,536

投 資

基 金 146,697

流 動 資 産 合 計 48,465

流 動 資 産

資 産 合 計 1,706,001

令 和 ７ 年 度 伊 根 町 下 水 道
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事 業 予 定 貸 借 対 照 表

３ 月 ３１ 日 ）

3

（1）

イ 建設改良等の財源に

ロ

4

（1）

イ 建設改良等の財源に

ロ

（2）

（3）

イ

5

（1）

（2）長期前受金収益化累

6

（1）

7

（1）

イ

（2）

イ 当年度未処理欠損金

（ 負 債 の 部 ）

千円 千円

449,165

充てる企業債

千円 千円

固 定 負 債

企 業 債

457,712

固 定 負 債 合 計 457,712

そ の 他 の 企 業 債 8,547

企 業 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

54,596

充てる企業債

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

2,495

引 当 金

そ の 他 の 企 業 債 1,604

企 業 債 合 計

長 期 前 受 金 1,290,552

流 動 負 債 合 計

△ 561,090

千円 千円

資 本 金

自 己 資 本 金 489,493

計額

繰 延 収 益 合 計 729,462

負 債 合 計 1,245,869

（ 資 本 の 部 ）

負 債 資 本 合 計 1,706,001

利 益 剰 余 金 合 計 △ 39,478

剰 余 金 合 計 △ 29,361

資 本 合 計 460,132

資 本 剰 余 金 合 計 10,117

利 益 剰 余 金

△ 39,478

資 本 金 合 計 489,493

剰 余 金

資 本 剰 余 金

補 助 金 10,117

千円 千円

58,695

繰 延 収 益

56,200
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円 円 円

1 営業収益

(1)下水道使用料 20,038

(2)その他営業収益 21 20,059

2 営業費用

(1)総係費 4,713

(2)施設管理費 16,914

(3)減価償却費 67,542

(4)資産減耗費 0 89,169

営業利益 △69,110

3 営業外収益

(1)受取利息及び配当金 524

(2)他会計補助金 25,771

(3)長期前受金戻入 32,445 58,740

4 営業外費用

(1)支払利息及び企業債取扱諸費 5,880

(2)その他営業外費用 0 5,880 52,860

経常利益 △16,250

5 特別利益

(1)過年度損益修正益 0

(2)その他特別利益 0 0

特別利益合計

6 特別損失

(1)過年度損益修正損 0

(2)その他特別損失 546 546 △546

当年度純利益 △16,796

前年度繰越利益剰余金 0

その他未処分利益剰余金変動額 0

当年度未処理欠損金 △16,796

令和６年度伊根町下水道事業損益計算書

（ 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月３１日まで ）
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1

（1）

イ

ロ

ハ

ニ

（2）投資及び基金

イ

2

（1）

（2）

（ 令 和 ７ 年

（ 資 産 の 部 ）

千円 千円 千円 千円

機 械 及 び 装 置 1,044,859

減 価 償 却 累 計 額 570,087 474,772

減 価 償 却 累 計 額 10,985 34,058

構 築 物 1,441,565

資 産 合 計 1,776,464

未 収 金 4

流 動 資 産 合 計 48,165

有 形 固 定 資 産 合 計 1,573,682

固 定 資 産 合 計 1,728,299

流 動 資 産

現 金 預 金 48,161

投 資 合 計 154,617

固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額 386,830 1,054,735

有 形 固 定 資 産

土 地 10,117

建 物 45,043

投 資 等

基 金 154,617

令 和 ６ 年 度 伊 根 町 下 水 道

－ 348 －



事 業 予 定 借 対 照 表

３ 月 ３１ 日 ）

3

（1）

イ 建設改良等の財源に

ロ

4

（1）

イ

ロ

（2）

（3）

イ

5

（1）

（2）長期前受金収益化累

6

（1）

7

（1）

イ

（2）

イ 当年度未処理欠損金

（ 負 債 の 部 ）

千円 千円 千円 千円

固 定 負 債

企 業 債 合 計 509,112

企 業 債

498,961

充てる企業債

そ の 他 の 企 業 債 10,151

建設改良等の財源に 60,310

充てる企業債

そ の 他 の 企 業 債 1,644

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計 509,112

流 動 負 債

企 業 債

流 動 負 債 合 計 63,764

繰 延 収 益

長 期 前 受 金 1,285,627

△ 527,939

引 当 金 合 計

61,954

未 払 金 1,810

引 当 金

賞 与 引 当 金

千円 千円

資 本 金

自 己 資 本 金 452,579

計額

繰 延 収 益 合 計 757,688

負 債 合 計 1,330,564

（ 資 本 の 部 ）

負 債 資 本 合 計 1,776,464

利 益 剰 余 金 合 計 △ 16,796

剰 余 金 合 計 △ 6,679

資 本 合 計 445,900

資 本 剰 余 金 合 計 10,117

利 益 剰 余 金

△ 16,796

資 本 金 合 計 452,579

剰 余 金

資 本 剰 余 金

補 助 金 10,117

千円 千円
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令和７年度伊根町下水道事業会計予算に関する説明書に係る注記

Ⅰ　重要な会計方針

　１　固定資産の減価償却の方法

　　（１）有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

建物 22～41年 構築物 10～60年

機械及び装置 8～16年

　２　引当金の計上方法

　　（１）賞与引当金

　 　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込

額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。
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（１）総　括

特別職 一般職

本　年　度 0 2

前　年　度 0 2

比　　較 0 0

扶　養
手　当

地　域
手　当

通　勤
手　当

住　居
手　当

管理職
手　当

58 127 20

50 20

8 127 0

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区　分

給　　与

職員手当

その他の増減分 21

156 制度改正に伴う増減分 135

その他の増減分

昇給に伴う増加分 51

増減額 増減事由別内訳

175 給与改定に伴う増減分 124

156

職 員 手 当
の　内　訳

区　分

本　年　度

前　年　度

比　　較

779

623

給　　　与　　　費　　

職員数（人） 　　　　　　　　　　　　　　　　給　　　与　　　費

職　員　手　当
区　分

報　　酬 給　　料

3,115

2,940

175
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(単位：千円)

(単位：千円)

管理職員特
別勤務手当

特殊勤
務手当

時 間 外
勤務手当

宿日直
手　当

期末勤勉
手　当

児　童
手　当

退職手当
(負 担 金)

計

200 374 779

200 353 623

0 21 156

(単位：千円)

給与改定率　4.95％

平均昇給率　1.75％

地域手当の支給及び期末勤勉手当支給率の改正による増などによるもの

退職手当組合負担金の増によるもの

説　　　　明 備　考

36029331

4,567

4,207

673

644

3,894

3,563

　　　明　　　細　　　書

合　　計 備　考
計

法定福利費
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（３）給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たりの給与

　イ　初任給 (単位：円)

　ウ　級別職員数

1 ー ー ー ー

2 ー ー ー ー

3 ー ー ー ー

4 ー ー ー ー

5 ー ー ー ー

6 ー ー ー ー

計 2 100% 2 100%

令和7年4月1日現在

令和6年4月1日現在

311,450

331,888

３６歳１０月

293,950

300,950

一般行政職区　分

平均給料月額（円）

備　　考

平 均 年 齢（歳）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

区　　　　分 一般行政職
一　般　会　計　の　制　度

一般行政職

３５歳１０月

高校卒 188,000 188,000

大学卒 220,000 220,000

区　分

令和7年4月
1日現在

令和6年4月
1日現在

一 般 行 政 職

職員数
（人）

職員数
（人）

構成比
（％）

級

一 般 行 政 職

区　分
構成比
（％）
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（級別の基準となる職務）

職務の級

１級

２級

３級

４級

(1)  主幹の職務
(2)  課長補佐の職務

(1)  参事の職務
(2)  課長の職務

５級

６級

高度の知識又は技術若しくは経験を必要とする業務を行う職務

主任及び主任技師の職務

係長の職務

職 務 の 内 容

定型的な業務を行う職務
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(単位：千円)

　下水道事業債 465,153　 450,596　 2,400　 26,780　 426,216　

　過疎対策事業債 140,996　 108,675　 2,400　 33,530　 77,545　

　公営企業会計適用債 9,969　 11,795　 0　 1,644　 10,151　

616,118　 571,066　 4,800　 61,954　 513,912　

地方債の令和５年度末における現在高並びに令和６年度末及び
令和７年度末における現在高の見込に関する調書

区　　　分
令和６年度
末現在高
見込額

令和７年度中増減見込額

計

令和７年度
末現在高
見込額

令和７年度
中元金償還

見込額

令和５年度
末現在高

令和７年度
中起債
見込額
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